
議案第７７号参考資料 
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豊明市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（昭和４９年豊明市条例第２８号）新旧対照表（第１条関係） 
現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（任期が満限に達した者

等にあっては、任期が満限に達し、辞職し、退職し、除名され、死

亡し、又は解散により任期が終了した日現在）における議員報酬月

額及びその議員報酬月額に１００分の４５を超えない範囲内の割合

を乗じて得た額の合計額に、           １００分の１

６０                     を基準日以前６

か月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（任期が満限に達した者

等にあっては、任期が満限に達し、辞職し、退職し、除名され、死

亡し、又は解散により任期が終了した日現在）における議員報酬月

額及びその議員報酬月額に１００分の４５を超えない範囲内の割合

を乗じて得た額の合計額に、６月に支給する場合には１００分の１

６０、１２月に支給する場合には１００分の１８０を基準日以前６

か月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 
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豊明市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（昭和４９年豊明市条例第２８号）新旧対照表（第２条関係） 
現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（任期が満限に達した者

等にあっては、任期が満限に達し、辞職し、退職し、除名され、死

亡し、又は解散により任期が終了した日現在）における議員報酬月

額及びその議員報酬月額に１００分の４５を超えない範囲内の割合

を乗じて得た額の合計額に、６月に支給する場合には１００分の１

６０、１２月に支給する場合には１００分の１８０を基準日以前６

か月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（任期が満限に達した者

等にあっては、任期が満限に達し、辞職し、退職し、除名され、死

亡し、又は解散により任期が終了した日現在）における議員報酬月

額及びその議員報酬月額に１００分の４５を超えない範囲内の割合

を乗じて得た額の合計額に、１００分の１７０         

                       を基準日以前６

か月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 



議案第７８号参考資料 
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豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例（昭和４９年豊明市条例第２９号）新旧対照表 
現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した

市長等にあっては退職し、又は死亡した日現在）において受けるべ

き給料月額及びその給料月額に一般職の職員の例により市長が規則

で定める割合、また、市長が規則で定める管理又は監督の地位にあ

る職員には、同項に規定する期末手当基礎額に給料月額に１００分

の２５を超えない範囲内で市長が規則で定める割合を乗じて得た額

の合計額に、           １００分の１６２．５   

                    を基準日以前６か月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した

市長等にあっては退職し、又は死亡した日現在）において受けるべ

き給料月額及びその給料月額に一般職の職員の例により市長が規則

で定める割合、また、市長が規則で定める管理又は監督の地位にあ

る職員には、同項に規定する期末手当基礎額に給料月額に１００分

の２５を超えない範囲内で市長が規則で定める割合を乗じて得た額

の合計額に、６月に支給する場合には１００分の１６２．５、１２

月に支給する場合には１００分の１７２．５を基準日以前６か月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 
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豊明市職員の給与に関する条例（昭和４７年豊明市条例第３４号）新旧対照表 （第１条関係） 

現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に             １

００分の１２０                     を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間における当該職員の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合には１

００分の１２０、１２月に支給する場合には１００分の１２５を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間における当該職員の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２０」とあるのは「１００分の６７．

５」                          とす

る。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２０」とあるのは「１００分の６７．

５」と、「１００分の１２５」とあるのは「１００分の７０」とす

る。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

（１） 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現

在(退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。)において受けるべき扶養手

（１） 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現

在(退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。)において受けるべき扶養手
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当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算し

た額に            １００分の１００    

                 を乗じて得た額の総額 

当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算し

た額に、６月に支給する場合には１００分の１００、１２月

に支給する場合には１００分の１０５を乗じて得た額の総額 

（２） 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年

前再任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に       

      １００分の４７．５            

       を乗じて得た額の総額 

（２） 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年

前再任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に、６月に支給す

る場合には１００分の４７．５、１２月に支給する場合には

１００分の５０を乗じて得た額の総額 

３～６ （略） ３～６ （略） 
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豊明市職員の給与に関する条例（昭和４７年豊明市条例第３４号）新旧対照表 （第２条関係） 

現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合には１

００分の１２０、１２月に支給する場合には１００分の１２５を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間における当該職員の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２２．５   

                            を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間における当該職員の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２０」とあるのは「１００分の６７．

５」と、「１００分の１２５」とあるのは「１００分の７０」とす

る。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の６

８．７５」                       とす

る。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

２ （略） ２ （略） 
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（１） 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在

(退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡し

た日現在。次項において同じ。)において受けるべき扶養手当

の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額

に、６月に支給する場合には１００分の１００、１２月に支給

する場合には１００分の１０５を乗じて得た額の総額 

（１） 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在

(退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡し

た日現在。次項において同じ。)において受けるべき扶養手当

の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額

に１００分の１０２．５                 

              を乗じて得た額の総額 

（２） 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年

前再任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に、６月に支給す

る場合には１００分の４７．５、１２月に支給する場合には

１００分の５０を乗じて得た額の総額 

（２） 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年

前再任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に１００分の４

８．７５                       

        を乗じて得た額の総額 

３～６ （略） ３～６ （略） 

 



議案第８６号参考資料 

1 
 

豊明市災害派遣手当等の支給に関する条例（昭和４７年豊明市条例第１４号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第

３２条第１項及び大規模災害からの復興に関する法律（平成２５年法

律第５５号）第５６条第１項に規定する職員（以下「派遣職員」とい

う。）に対する災害派遣手当（武力攻撃事態等における国民の保護の

ための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第１５４条の

規定により読み替えられた武力攻撃災害等派遣手当及び新型インフル

エンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）第４４条の規定

により読み替えられた新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を含

む。以下同じ。）に関する事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第

３２条第１項及び大規模災害からの復興に関する法律（平成２５年法

律第５５号）第５６条第１項に規定する職員（以下「派遣職員」とい

う。）に対する災害派遣手当（武力攻撃事態等における国民の保護の

ための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第１５４条の

規定により読み替えられた武力攻撃災害等派遣手当及び新型インフル

エンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）第２６条の８の

規定により読み替えられた特定新型インフルエンザ等対策派遣手当を

含む。以下同じ。）に関する事項を定めるものとする。 

 



議案第８７号参考資料 
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豊明市国民健康保険税条例（昭和４７年豊明市条例第４６号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

 ３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５６条の８

９第４項に規定する出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）

が属する場合における当該納税義務者に対して課する所得割額及び被

保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合に

あっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被

保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各

号に定める額を減額して得た額とする。 

（１） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 

当該出産被保険者につき第３条の規定により算定した所得割額の１

２分の１の額に、当該出産被保険者の出産の予定日（地方税法施行

規則第２４条の３０の５に定める場合には、出産の日。以下同じ。）

の属する月（以下「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場

合には、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前

産後期間」という。）のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

（２） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均

等割額 当該出産被保険者につき第４条の規定により算定した被保

険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合に
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あっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗

じて得た額 

（３） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税

額の所得割額 当該出産被保険者につき第６条の規定により算定し

た所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間

のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

（４） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税

額の被保険者均等割額 当該出産被保険者につき第７条の規定によ

り算定した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するも

のとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２

分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 

（５） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得

割額 当該出産被保険者につき第９条の規定により算定した所得割

額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当

該年度に属する月数を乗じて得た額 

（６） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保

険者均等割額 当該出産被保険者につき第１０条の規定により算定

した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとし

た場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１

の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

 （出産被保険者に係る届出） 
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第２７条 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属す

る場合には、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければ

ならない。 

（１） 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する個人番号をい

う。以下同じ。） 

（２） 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

（３） 出産の予定日 

（４） 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

（５） その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を

添えなければならない。 

（１） 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

（２） 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書

類 

（３） 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保

険者と当該出産に係る子との身分関係を明らかにすることができる

書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前

から行うことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出産被保険者について同

項各号に掲げる事項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにす

べき事項を確認することができる場合は、第１項の規定による届出を
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省略させることができる。 

（国民健康保険税の減免） （国民健康保険税の減免） 

第２７条 （略） 第２８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定によって国民健康保険税の減免を受けようとする者

は、納期限前７日までに次に掲げる事由を記載した申請書に減免を受

けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

３ 前２項の規定によって国民健康保険税の減免を受けようとする者

は、納期限前７日までに次に掲げる事由を記載した申請書に減免を受

けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

（１） 氏名、住所及び個人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

第２条第５項に規定する個人番号をいう。） 

（１） 氏名、住所及び個人番号                                 

                                                            

                                          

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

（国民健康保険税の納税通知書） （国民健康保険税の納税通知書） 

第２８条 （略） 第２９条 （略） 

第２９条 （略） 第３０条 （略） 

 



議案第８８号参考資料 
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豊明市立保育所設置条例（昭和４９年豊明市条例第１１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

名称 位置 

青い鳥保育園 豊明市三崎町高鴨１番地１ 

二村台保育園 豊明市二村台３丁目１番地１ 

舘保育園 豊明市栄町西大根３０番地２７３ 

中部保育園 豊明市新田町門先１０番地１０ 

内山保育園 豊明市栄町内山６７番地５ 

栄保育園 豊明市新栄町二丁目３３３番地 

南部保育園 豊明市栄町坂畑１００番地 

西部保育園 豊明市間米町鶴根１２１２番地６６ 
 

名称 位置 

青い鳥保育園 豊明市三崎町高鴨１番地１ 

二村台保育園 豊明市二村台３丁目１番地１ 

舘保育園 豊明市栄町西大根３０番地２７３ 

中部保育園 豊明市新田町門先１０番地１０ 

栄保育園 豊明市新栄町二丁目３３３番地 

南部保育園 豊明市栄町坂畑１００番地 

西部保育園 豊明市間米町鶴根１２１２番地６６ 
 

 



議案第９０号参考資料 

豊明市空家等対策協議会設置条例（平成２８年豊明市条例第９号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（設置） （設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２

７号。以下「法」という。）第７条の規定に基づき、豊明市空家等対

策協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２

７号。以下「法」という。）第８条の規定に基づき、豊明市空家等対

策協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 協議会は、法第６条に基づく豊明市空家等対策計画の策定及び

変更並びに実施に関する事項を所掌事務とする。 

第２条 協議会は、法第７条に基づく豊明市空家等対策計画の策定及び

変更並びに実施に関する事項を所掌事務とする。 
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